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事務連絡

平成２０年１月２８日

各都道府県衛生主管部（局）

感染症発生動向調査担当課御中

厚生労働省健康局結核感染症課

感染症発生動向調査における都道府県の警報レベルの設定について（情報提供）

感染症発生動向調査につきましては、平素より御協力いただき厚く御礼申し上げます。

さて、感染症発生動向調査においては、五類感染症定点把握対象の一部感染症（イン

フルエンザ等）について、保健所単位での警報レベルの設定がなされているところです

が、この度、「効果的な感染症サーベイランスの評価並びに改良に関する研究」（平成

１９年度厚生労働科学研究事業（新興・再興感染症対策研究事業)）の成果として、別添

のとおり提案がありましたので、感染症法第１６条に基づく公表を行うに当たっては本

提案を参酌し、適切な対応をお願いいたします。

なお、今後、感染症発生動向調査システム（NESID）の警報・注意報システムにおい

ても、必要に応じて、本提案に基づき改変を加える予定ですので、申し添えます。
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(別添）

2008年１月２５日

感染症発生動向調査に基づく都道府県の感染症の警報レベルについての提案

平成１９年度厚生労働科学研究費（新興・再興感染症対策研究事業）による

「効果的な感染症サーベイランスの評価並びに改良に関する研究班」

感染症発生動向調査システムでは、５類感染症定点把握対象の一部の疾患（インフルエンザ、麻し

んなど）の流行状況についてぃ保健所単位での警報レベルが設定され、流行の原因究明や拡大阻止対

策などを講ずろための資料として利用されている。（以下、「保健所管轄地域の馨報レベル」と記
す。）

都道府県において、広域的に大きな流行が発生または継続しつつあると疑われる場合に、「都道府

県の警報レベル」を設定することを提案する。

都道府県の警報レベル 保健所管轄地域の警報レベルにある全ての保健所の管内人口の合計が、

都道府県人口全体の３０％を超えた場合

別添資料

図．１１道県における都道府県と保健所管轄地域の警報レベルの例(インフルエンザ、2005年第４５

週～2006年第１２週）

（「定点サーベイランスの評価に関するグループ」研究報告書感染症発生動向調査に基づく流行

の警報・注意報および全国年間罹患数の推計－その７－からの引用）
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